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図１　過去5カ年の性質別歳出決算額の推移
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表１　本市の将来人口
推計人口基準人口

平成３２年平成２７年平成２２年平成１７年
１１万５,９８５人１１万７,０９５人１１万６,７４９人１１万５,３３０人総　計
１万２,４５３人１万３,６９２人１万４,８６２人１万５,４８２人０歳〜１４歳

年齢階層別人口 ６万６,６６３人６万９,１６７人７万３,２７７人７万７,２２７人１５歳〜６４歳
３万６,８６９人３万４,２３６人２万８,６１０人２万２,６２１人６５歳以上
２万０,６６８人１万６,５５４人１万２,１６９人８,１５０人（参考）７５歳以上

１０.７％１１.７％１２.７％１３.４％０歳〜１４歳
年齢構成比 ５７.５％５９.１％６２.８％６７.０％１５歳〜６４歳

３１.８％２９.２％２４.５％１９.６％６５歳以上
１７.８％１４.１％１０.４％７.１％（参考）７５歳以上

市
の
現
状
な
ど

（
１
）市
政
を
取
り
巻
く
現
状
と

課
題

　
市
の
財
政
状
況
は
、
少
子
高
齢

化
の
進
行
な
ど
に
よ
り
非
常
に
厳

し
く
、　

年
度
決
算
を
見
る
と
扶

２５

助
費
は
、
こ
の
５
年
間
で　
億
４

３７

７
０
０
万
円
増
加
し
約
１
・
５
倍

に
な
っ
て
い
ま
す
。
扶
助
費
の
増

加
へ
の
対
応
の
一
つ
と
し
て
は
、

こ
れ
ま
で
団
塊
世
代
の
大
量
退
職

を
背
景
に
退
職
者
不
補
充
を
原
則

に
、
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
や

保
育
園
の
民
営
化
、
小
学
校
給
食

調
理
業
務
の
委
託
化
な
ど
の
行
財

政
改
革
を
推
進
し
人
件
費
を
減
少

さ
せ
て
補
っ
て
き
ま
し
た
が
、
退

職
者
数
も
限
定
さ
れ
、
こ
の
よ
う

な
こ
と
が
で
き
な
い
状
況
で
す

（
右
下
図
１
参
照
）。

（
２
）財
政
収
支
の
状
況
・
予
測

な
ど

　
人
口
推
移
に
つ
い
て
は
、　

歳
６５

以
上
の
人
口
割
合
は
年
々
増
加
す

る
一
方
で
、　

歳
以
下
の
年
少
人

１４

口
や　
歳
～　
歳
の
生
産
年
齢
人

１５

６４

口
は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
今

後
は
、
総
人
口
が
若
干
下
が
る
と

予
測
さ
れ
る
中
で
、
平
成　
年
に

３２

は
高
齢
化
率
が　
・
８
％
ま
で
上

３１

昇
し
、
生
産
年
齢
人
口
が
減
少
す

る
こ
と
が
予
測
さ
れ
ま
す
（
下
表

１
参
照
）。

　
市
の
財
政
状
況
は
、
少
子
高
齢

化
な
ど
に
よ
る
扶
助
費
な
ど
の
増

加
に
加
え
、
今
後
の
課
題
と
し
て

公
共
施
設
の
老
朽
化
対
策
に
も
対

応
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
３
）市
民
満
足
度
調
査
の
結
果

　
昨
年
５
月
に
実
施
し
た
市
民
満

足
度
調
査
か
ら
は
、
子
ど
も
・
防

災
に
関
す
る
施
策
の
市
民
ニ
ー
ズ

が
高
い
結
果
が
出
て
い
ま
す
。

財
政
運
営
の
基
本
目
標

（
１
）財
政
調
整
基
金
の
水
準
・

運
用
に
関
す
る
目
標

　
現
状
な
ど
＝
市
長
は
、
財
政
調

整
基
金
の
水
準
お
よ
び
運
用
に
つ

い
て
、
①
財
政
調
整
基
金
の
経
常

的　
億
円
の
確
保
を
目
指
す
②
財

２０
政
調
整
基
金
は
経
常
経
費
に
投
入

し
な
い
市
政
運
営
を
目
指
す
と
し

て
い
ま
す

　
提
言
＝
契
財
政
調
整
基
金
の
積

立
額
は
、
標
準
財
政
規
模
の　
％
１０

相
当
を
基
準
と
し
、
経
常
的
に　
２０

億
円
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
財

政
指
標
の
改
善
を
目
指
し
、
適
正

に
管
理
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で

す
形
経
常
収
支
比
率
な
ど
の
基
礎

的
財
政
指
標
や
財
政
健
全
化
法
に

係
る
４
指
標
は
、
経
年
変
動
の
把

握
に
努
め
る
べ
き
で
す
径
公
会
計

制
度
に
つ
い
て
は
、
国
か
ら
も
地

方
公
会
計
（
新
公
会
計
制
度
）
の

整
備
促
進
に
向
け
て
の
考
え
が
示

さ
れ
る
中
で
、
検
討
し
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す

（
２
）基
礎
的
財
政
収
支
を
通
じ

た
財
政
規
律
の
保
持

　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、
地
方
債

現
在
高
の
縮
減
に
向
け
て
、
臨
時

財
政
対
策
債
を
含
め
て
新
規
借
入

額
が
償
還
額
を
上
回
ら
な
い
と
す

る
基
礎
的
財
政
収
支
の
保
持
に
努

め
て
い
ま
す
。
市
長
は
、
次
年
度

予
算
編
成
に
向
け
て
、
基
礎
的
財

政
収
支
を
通
じ
た
財
政
規
律
の
保

持
に
努
め
て
い
く
と
し
て
い
ま
す

　
提
言
＝
契
臨
時
財
政
対
策
債
を

市
政
運
営
の
基
本
方
針

～
財
政
身
の
丈
の　
　

　
　

市
政
運
営
～

（
１
）地
方
自
治
の
本
旨
と
市
政

運
営
の
責
任

　
市
政
は
、
憲
法
第　
条
に
規
定

９２

す
る
地
方
自
治
の
本
旨
（
住
民
自

治
、
団
体
自
治
）
に
基
づ
い
て
行

わ
れ
ま
す
。
住
民
や
団
体
の
意
思

に
よ
る
市
政
が
声
高
に
叫
ば
れ
ま

す
が
、
そ
の
意
思
に
よ
る
結
果
が

不
利
益
に
な
っ
た
場
合
に
は
、
住

民
や
団
体
が
責
任
を
負
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
こ
と
は
忘
れ
が
ち
で

す
。
こ
れ
ま
で
は
自
治
体
の
財
政

破
綻
（
悪
化
）
に
対
し
て
、
国
の

支
援
と
歳
出
の
削
減
努
力
で
乗
り

切
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
が
、
今

後
は
国
の
支
援
が
困
難
に
な
る
と

予
想
さ
れ
ま
す
。
自
治
体
財
政
が

悪
化
し
、
負
担
増
・
サ
ー
ビ
ス
低

下
が
始
ま
り
、
転
居
が
容
易
な
者

が
当
該
自
治
体
か
ら
離
脱
し
、
転

居
で
き
な
い
者
が
残
さ
れ
る
と
い

っ
た
事
態
に
な
ら
ぬ
よ
う
早
期
に

取
り
組
む
こ
と
が
重
要
で
す
。

（
２
）行
政
評
価
手
法
の
強
化
促

進
　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、
市
民
視

含
め
た
基
礎
的
財
政
収
支
の
保
持

を
通
じ
て
、
財
政
規
律
の
保
持
に

努
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
形

臨
時
財
政
対
策
債
は
特
例（
赤
字
）

地
方
債
で
あ
る
認
識
を
持
ち
、
こ

れ
に
頼
ら
な
い
財
政
体
質
へ
転
換

点
に
立
っ
た
成
果
重
視
の
行
政
運

営
を
実
現
し
、
説
明
責
任
を
果
た

す
た
め
、
事
務
事
業
評
価
を
実
施

し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
行
政
評

価
制
度
（
施
策
評
価
表
・
事
務
事

業
評
価
表
）
が
行
財
政
改
革
ツ
ー

ル
と
し
て
機
能
を
果
た
し
て
い
な

い
部
分
も
あ
り
、
再
構
築
が
課
題

と
な
っ
て
い
ま
す

　
提
言
＝
契
行
政
評
価
を
行
財
政

改
革
ツ
ー
ル
と
し
て
活
用
す
る
た

め
に
、
評
価
の
仕
組
み
を
再
構
築

す
る
べ
き
で
す
形
外
部
評
価
は
、

行
政
評
価
制
度
の
中
に
位
置
付
け

る
べ
き
で
す
径
説
明
責
任
を
負
う

の
は
担
当
所
管
で
あ
り
、
事
務
事

業
の
評
価
お
よ
び
今
後
の
方
向
性

を
示
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す

（
３
）職
員
が
生
き
生
き
と
働
け

る
職
場
づ
く
り

⑴ 
市
政
運
営
・
経
営
の
担
い
手
と

し
て
の
職
員
育
成

　
現
状
な
ど
＝
市
職
員
の
育
成
は
、

団
塊
世
代
の
退
職
に
伴
っ
た
影
響

も
あ
る
中
で
急
務
と
な
っ
て
い
ま

す
　
提
言
＝
契
行
政
運
営
の
担
い
手

は
市
職
員
で
あ
り
、
職
員
自
身
が

優
先
順
位
と
目
標

を
定
め
、
仕
事
を

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
で

き
る
こ
と
が
必
要

で
す
。
管
理
職
に

は
、
部
下
へ
の
業
務
配
分
・
健
康

管
理
・
信
頼
さ
れ
る
評
価
者
と
し

て
の
役
割
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
今

後
「
人
事
評
価
制
度
」
の
取
り
組

み
の
中
な
ど
で
、
職
員
の
経
営
能

力
を
育
成
し
て
い
く
こ
と
な
ど
が

重
要
で
す
形
行
財
政
改
革
な
ど
の

推
進
主
体
も
職
員
で
あ
り
、
職
員

の
達
成
感
な
ど
も
高
め
ら
れ
、
給

料
な
ど
で
も
適
正
評
価
を
受
け
る

よ
う
に
す
べ
き
で
す
径
民
間
活
力

の
導
入
が
進
む
と
、
契
約
関
係
を

通
じ
て
外
部
主
体
へ
の
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
民
事

法
務
な
ど
の
習
熟
も
求
め
ら
れ
ま

す
恵
職
員
が
能
力
を
発
揮
し
市
民

サ
ー
ビ
ス
へ
貢
献
で
き
る
よ
う
に
、

働
き
方
へ
の
改
革
や
職
場
環
境
の

整
備
な
ど
が
求
め
ら
れ
ま
す

⑵ 
給
与
の
適
正
化

　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、
給
料
表

の
東
京
都
表
へ
の
移
行
、
地
域
手

当
の
見
直
し
、
各
種
手
当
の
適
正

化
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

現
在
の
職
員
給
与
は　
市
中
最
下

２６

位
で
、
地
域
手
当
も
最
低
の　
％
１０

で
す
。
た
だ
し
、
総
務
省
が
示
す

級
地
区
分
は
５
級
地
６
％
と
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
の
級
地
区
分
は
、

さ
ま
ざ
ま
な
制
度
に
も
活
用
さ
れ

て
お
り
、
地
域
格
差
を
生
じ
さ
せ
、

大
き
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す

　
提
言
＝
契
人
事
評
価
制
度
は
、

努
力
し
成
果
を
上
げ
た
者
が
報
わ

れ
る
制
度
と
す
る
べ
き
で
す
形
級

地
区
分
に
つ
い
て
は
、
診
療
報
酬

な
ど
に
も
影
響
す
る
た
め
、「
中
核

的
な
都
市
を
基
準
と
し
な
い
、
労

働
市
場
が
共
通
の
都
市
の
一
体

性
」
に
つ
い
て
研
究
を
進
め
る
べ

き
で
す

⑶ 
定
員
管
理
の
適
正
化

　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、
民
間
活

力
の
活
用
を
推
進
し
、
原
則
と
し

て
退
職
者
不
補
充
、
任
用
替
え
な

ど
に
よ
り
、
定
員
管
理
に
努
め
て

い
ま
す
。
こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

で
、
９
年
度
に
１
０
１
９
人
で
あ

っ
た
職
員
数
は
、　

年
度
に
は
５

２６

９
７
人
ま
で
減
少
し
て
い
ま
す

　
提
言
＝
契
給
与
や
定
員
削
減
を

通
じ
た
人
件
費
適
正
化
に
は
限
界

が
あ
り
、
職
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
低
下
や
人
材
確
保
も
ま
ま
な
ら

な
い
状
況
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
負

の
ス
パ
イ
ラ
ル
に
陥
ら
な
い
よ
う

に
努
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す

形
定
員
管
理
に
当
た
っ
て
は
、
年

齢
構
成
の
平
準
化
に
取
り
組
む
べ

き
で
す
径
民
間
に
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
委
ね
る
場
合
、
民
間
主
体
に
対

す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制
を
構
築

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
恵
庁
内
業

務
に
お
い
て
無
駄
が
な
い
か
を
徹

底
的
に
検
証
し
、
業
務
改
善
や
効

率
化
を
考
え
た
上
で
、
適
正
な
定

員
管
理
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す

（
２
面
へ
続
く
）

で
き
る
よ
う
に
取
り
組
む
べ
き
で

す
径
一
定
程
度
の
地
方
債
現
在
高

の
減
少
を
条
件
に
、
企
業
等
誘
導

や
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
係

る
事
業
へ
の
事
業
債
発
行
は
可
能

と
考
え
ま
す

「財政健全経営に係る
基本的考え方」の答申
がありました

　
市
で
は
、　
年
度
～　
年
度
を
計
画
期
間
と
す
る
第
４
次

２３

２７

行
財
政
改
革
基
本
方
針・同
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、

民
間
活
力
の
活
用
、
定
員
管
理・給
与
の
適
正
化
、
行
政
の

合
理
化・簡
素
化
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
行
財
政
改
革
に
取
り

組
ん
で
き
ま
し
た
。
こ
の
よ
う
な
状
況
に
あ
っ
て
、　
年
度

28

以
降
の
次
期
計
画
で
あ
る「
財
政
健
全
経
営
計
画
」を
策
定

す
る
た
め
、
学
識
経
験
者・公
募
市
民
な
ど　
人
の
委
員
か

１０

ら
構
成
さ
れ
る
「
財
政
健
全
経
営
検
討
会
議
」
を
設
置
し
、

昨
年
５
月
か
ら
計
６
回
の
検
討
を
経
て
、昨
年　
月　
日
に

１１

１１

市
長
に
対
し「
財
政
健
全
経
営
に
係
る
基
本
的
考
え
方
」の

答
申
（
以
下
、「
答
申
」）
が
あ
り
ま
し
た
。

　
今
後
、こ
の
答
申
を
踏
ま
え
、市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
の
意

見
聴
取
や
市
民
意
見
交
換
会
な
ど
を
経
て
、　
年
３
月
ま
で

２７

に
、市
と
し
て
の
財
政
健
全
経
営
に
係
る
基
本
的
考
え
方
を

取
り
ま
と
め
て
い
き
ま
す
。

　
今
号
で
は
、
答
申
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
詳
し
く
は
行
政
管
理
課
緯
４
７
０
・
７
７
０
４
へ
。　

答申に関する市民意見交換会
などを実施します　　　　　

　財政健全経営検討会議から委員
長・公募市民委員、市担当者が出席
し、答申内容についての概要説明お
よび市民との意見交換を行います。
　ご意見などは、今後「財政健全経
営に係る基本的考え方」を市が取り
まとめる上で参考とさせていただ
きます。
　【日時】１月２５日（日）午前９時
半から
　【会場】市民プラザホール
　【定員】先着８０人
　当日直接会場へ。
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準
を
検
討
し
て
い
ま
す

　
提
言
＝
契
行
政
サ
ー
ビ
ス
水
準

の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
他
市
の

状
況
も
踏
ま
え
、
市
民
生
活
な
ど

へ
の
影
響
に
も
配
慮
し
な
が
ら
、

見
直
し
（
抑
制
・
廃
止
）
の
余
地

が
な
い
か
検
討
す
る
べ
き
で
す
形

見
直
し
の
際
に
は
根
拠
を
も
っ
て

主
旨
を
示
し
、
市
民
の
納
得
を
高

め
る
よ
う
努
め
る
べ
き
で
す
径
Ｃ

Ｍ
Ｓ
の
導
入
が
進
め
ら
れ
る
中
で
、

主
要
な
事
業
な
ど
を
整
理
し
、
情

報
提
供
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す② 
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
へ
の
関
与

　
現
状
な
ど
＝
市
内
に
は
、下
里・

南
町
・
野
火
止
地
区
に
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
図
書
室
が
あ
り
ま
す
が
、
野

火
止
地
区
セ
ン
タ
ー
図
書
室
の
維

持
管
理
は
直
接
委
託
で
運
営
し
て

お
り
、
目
的
に
沿
っ
た
運
営
が
で

き
て
い
な
い
状
況
で
す

　
提
言
＝
契
施
策
の
目
的
・
意
図

に
あ
っ
た
事
務
事
業
の
内
容
で
あ

る
か
、
改
め
て
検
証
を
し
て
い
く

必
要
が
あ
り
ま
す
形
横
串
施
策
と

し
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
施
策
の
あ

り
方
全
体
を
整
理
し
、
施
策
が
目

的
に
あ
っ
た
手
段
と
な
る
よ
う
検

討
な
ど
を
し
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す

⑵ 
事
務
事
業
の
総
点
検（
行
政
の

合
理
化
・
簡
素
化
）

　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、
す
べ
て

の
事
務
事
業
に
関
し
て
運
用
プ
ロ

セ
ス
の
再
構
築
や
情
報
シ
ス
テ
ム

な
ど
の
活
用
に
よ
り
、
事
務
の
合

理
化
お
よ
び
運
営
経
費
な
ど
の
縮

減
が
図
れ
る
よ
う
見
直
し
を
し
て

い
ま
す

　
提
言
＝
契
「
行
政
事
業
レ
ビ
ュ

ー
」
の
取
り
組
み
を
参
考
に
、
事

務
事
業
の
総
点
検
を
図
る
必
要
が

あ
り
ま
す
形
施
策
間
で
同
種
同
様

事
業
の
有
無
を
調
査
し
、
施
策
間

を
超
え
た
横
断
的
な
事
業
実
施
を

目
指
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す

径
社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
導
入

を
機
に
、
社
会
保
障
や
税
務
な
ど

を
中
心
に
事
務
事
業
全
般
に
つ
い

て
、
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
抜
本
的
見

直
し
（
行
政
Ｂ
Ｐ
Ｒ
）
の
可
能
性

負
担
で
は
な
く
、
所
得
に
応
じ
た

応
能
負
担
も
求
め
て
い
く
べ
き
で

す
形
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
の
関

係
で
は
、
子
ど
も
の
貧
困
が
社
会

問
題
に
な
っ
て
い
る
現
状
な
ど
も

踏
ま
え
、
低
所
得
世
帯
お
よ
び
低

所
得
層
へ
の
対
応
も
必
要
で
す
径

現
在
の
保
育
園
運
営
に
民
間
活
力

を
導
入
す
る
な
ど
費
用
の
削
減
な

ど
に
努
め
て
、
受
益
者
負
担
の
抑

制
に
つ
な
げ
て
い
く
べ
き
で
す

⑶ 
新
た
な
歳
入
創
出

　
現
状
な
ど
＝
多
く
の
自
治
体
で

は
、
有
料
広
告
収
入
に
よ
る
財
源

確
保
の
取
り
組
み
が
さ
れ
て
い
ま

す
。
市
で
は
、
他
市
と
比
較
し
て

取
り
組
み
が
弱
く
課
題
と
な
っ
て

い
ま
す

　
提
言
＝
契
職
員
相
互
の
連
携
な

ど
を
図
り
、
歳
入
確
保
に
努
め
て

い
く
べ
き
で
す
形
市
場
競
争
の
中

で
の
収
入
確
保
の
た
め
、
職
員
の

前
向
き
な
改
革
・
改
善
へ
の
姿
勢

が
不
可
欠
で
す
径
長
期
継
続
掲
載

な
ど
に
対
し
て
は
、
広
告
掲
載
料

の
減
額
な
ど
の
仕
組
み
を
加
え
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
恵
他
の
自

治
体
で
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
制
度

の
活
用
な
ど
の
取
り
組
み
が
見
ら

れ
ま
す

⑷ 
公
有
財
産
の
有
効
活
用

　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、
旧
保
健

福
祉
セ
ン
タ
ー
跡
地
な
ど
、
利
用

目
的
を
終
え
た
財
産
を
売
却
し
て

い
ま
す

　
提
言
＝
契
歳
入
増
の
観
点
か
ら

も
、
公
有
財
産
の
有
効
活
用
の
議

論
が
必
要
で
す
形
公
共
施
設
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
に
お
け
る
用
途
集
約
と

併
せ
て
検
討
が
必
要
で
す

　
歳　
出

⑴ 
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
適
正
化

① 
現
金
・
現
物
給
付
サ
ー
ビ
ス
の

見
直
し

　
現
状
な
ど
＝
社
会
保
障
関
係
経

費
の
増
加
が
続
く
中
で
、
新
た
な

行
政
需
要
へ
の
対
応
も
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
過
度
な
給
付
・
サ
ー

ビ
ス
は
、
他
市
の
状
況
を
参
考
に
、

真
に
公
助
を
必
要
と
さ
れ
る
も
の

へ
と
、
よ
り
適
正
な
サ
ー
ビ
ス
水

（
１
面
か
ら
続
く
）

（
４
）歳
入
の
確
保
、歳
出
の
抑

制
　
歳　
入

⑴ 
市
税
な
ど
の
確
保

　
現
状
な
ど
＝
市
税
収
納
率
は
他

市
に
比
べ
高
い
状
況
で
す
。
多
く

の
滞
納
案
件
が
存
在
し
て
お
り
、

適
正
な
債
権
管
理
な
ど
の
対
応
が

課
題
と
な
っ
て
い
ま
す

　
提
言
＝
歳
入
の
根
幹
を
な
す
市

税
な
ど
の
徴
収
は
、
確
実
に
確
保

し
て
い
く
こ
と
が
基
本
で
す
。
今

後
も
税
の
本
質
に
沿
っ
て
適
切
な

対
応
を
取
り
、
高
い
収
納
率
の
維

持
・
向
上
に
努
め
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す

⑵ 
受
益
者
負
担
の
適
正
化

① 
使
用
料
・
手
数
料
の
見
直
し

　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、　

年
６

２６

月
か
ら
公
共
施
設
使
用
料
の
改
定

を
実
施
し
て
い
ま
す
が
、
事
務
手

数
料
は
平
成
７
年
以
降
見
直
し
が

な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
近
隣
市
と
の

 
乖  
離 
が
見
ら
れ
ま
す

か
い 
り

　
提
言
＝
契
近
隣
市
の
状
況
も
考

慮
し
つ
つ
行
政
コ
ス
ト
の
検
証
な

ど
を
し
た
上
で
、
適
正
負
担
の
視

点
か
ら
検
討
な
ど
が
必
要
で
す
形

証
明
書
等
発
行
事
務
に
つ
い
て
は
、

苑
自
動
発
行
機
を
増
や
し
証
明
書

発
行
に
係
る
人
件
費
を
減
ら
す
余

地
が
あ
り
ま
す
薗
窓
口
の
場
合
と

機
械
の
場
合
と
で
手
数
料
に
差
を

設
け
、
機
械
に
誘
導
す
る
こ
と
も

考
え
ら
れ
ま
す
遠
社
会
保
障
・
税

番
号
制
度
導
入
を
踏
ま
え
た
行
政

Ｂ
Ｐ
Ｒ
（
業
務
の
流
れ
や
組
織
構

造
を
分
析
、
最
適
化
す
る
こ
と
）

の
一
環
と
し
て
、
事
務
の
機
械
化

を
図
る
べ
き
で
す

② 
受
益
者
負
担
を
伴
う
児
童
・
福

祉
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
負
担
な
ど

の
見
直
し

　
現
状
な
ど
＝
保
育
所
お
よ
び
学

童
保
育
所
の
サ
ー
ビ
ス
充
実
の
必

要
性
が
高
ま
る
中
、
受
益
者
負
担

の
適
正
化
が
必
要
と
な
っ
て
い
ま

す
。
市
で
は
、
今
後
保
育
料
な
ど

の
見
直
し
を
再
検
討
す
る
考
え
で

取
り
組
ん
で
い
ま
す

　
提
言
＝
契
受
益
者
負
担
の
原
則

は
持
つ
べ
き
で
す
が
、
単
に
応
益

も
検
討
し
て
い
く
こ
と
な
ど
が
考

え
ら
れ
ま
す

地
域
活
力
の
向
上

（
１
）新
た
な
企
業
等
誘
導
（
上

の
原
地
区
）

　
現
状
な
ど
＝
上
の
原
地
区
に
つ

い
て
は
、
東
久
留
米
団
地
の
建
て

替
え
な
ど
を
契
機
に
、
そ
の
余
剰

地
を
活
用
し
、
ま
ち
の
に
ぎ
わ
い
、

活
性
化
、
安
定
し
た
税
収
確
保
な

ど
の
視
点
か
ら
、
新
た
な
企
業
等

誘
導
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す

　
提
言
＝
企
業
な
ど
の
誘
導
は
、

財
政
基
盤
が 
脆 ぜい 
弱 
な
本
市
に
あ
っ

じ
ゃ
く

て
税
収
構
造
の
改
善
が
期
待
で
き
、

地
域
活
性
化
を
図
る
上
で
重
要
な

取
り
組
み
で
あ
り
、
土
地
所
有
者

の
協
力
な
ど
を
得
な
が
ら
、
将
来

像
を
明
確
に
し
て
取
り
組
む
必
要

が
あ
り
ま
す

（
２
）地
元
産
業
の
安
定
化
や
活

力
の
向
上
な
ど

　
現
状
な
ど
＝
地
域
産
業
の
取
り

組
み
は
、
地
域
産
業
推
進
協
議
会

を
中
心
に
行
っ
て
き
ま
し
た
が
、

昨
年　
月
に
、
市
・
事
業
者
を
支

１０

援
す
る
関
係
機
関
に
よ
る
「
地
域

産
業
振
興
懇
談
会
」
が
設
置
さ
れ

ま
し
た
。
今
後
は
双
方
が
連
携
し
、

市
内
経
済
の
循
環
な
ど
の
取
り
組

み
を
推
進
し
て
い
き
ま
す

　
提
言
＝
契
地
域
活
性
化
に
向
け

て
は
、
国
の
成
長
戦
略
に
伴
い
、

さ
ま
ざ
ま
な
支
援
制
度
な
ど
が
整

備
さ
れ
て
お
り
、
地
域
経
済
の
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
や
地
方
税
収
の
増

加
な
ど
も
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

生
法
案
」
の
動
き
な
ど
も
注
視
し

な
が
ら
、
自
主
・
自
立
し
た
市
政

運
営
が
図
ら
れ
る
よ
う
努
め
る
必

要
が
あ
り
ま
す
形
市
が
執
り
得
る

方
策
は
、
㋐
地
元
で
の
積
極
的
な

消
費
活
動
お
よ
び
生
産
活
動
に
つ

な
が
る
施
策
展
開
を
検
討
す
る
べ

き
で
す
㋑
地
産
地
消
農
業
の
活
性

化
が
必
要
で
、
市
内
の
学
校
な
ど

と
協
力
し
、
市
の
活
性
化
に
向
け

た
取
り
組
み
な
ど
が
考
え
ら
れ
ま

す

た
め
、
対
策
を
講
じ
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す

　
提
言
＝
契
有
効
活
用
が
可
能
な

公
共
施
設
に
つ
い
て
は
、
最
大
限

の
活
用
を
図
る
と
い
う
方
向
性
で

良
い
が
、
可
能
性
が
低
い
も
の
に

つ
い
て
は
廃
止
な
ど
の
視
点
も
必

要
と
考
え
ま
す
形
有
効
活
用
が
可

能
な
公
共
施
設
に
つ
い
て
は
、
民

間
活
力
な
ど
の
力
も
借
り
て
維
持

管
理
す
る
こ
と
を
模
索
し
、
サ
ー

ビ
ス
拡
大
、
歳
出
抑
制
な
ど
を
し

て
い
く
視
点
も
必
要
で
す
径
市
が

執
り
得
る
方
策
は
、
㋐
公
共
施
設

の
要
否
区
分
や
優
先
度
決
定
が
重

要
で
、
計
画
的
に
進
め
て
い
く
㋑

自
転
車
等
駐
車
場
の
運
営
方
針
を

示
し
、
料
金
体
系
の
見
直
し
な
ど

的
補
助
金
と
に
整
理
し
た
上
で
、

共
通
業
務
運
用
指
針
に
基
づ
き
、

行
政
評
価
の
中
で
ロ
ー
リ
ン
グ
を

か
け
て
検
証
な
ど
を
行
い
、
併
せ

て
行
政
補
完
的
補
助
金
は
、
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
を
構
築
し
評

価
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
径
補
助

金
な
ど
の
適
正
化
に
外
部
評
価
を

活
用
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す

社
会
資
本
の
効
率
的
整
備

（
公
共
施
設
の
集
約
的
整

備
・
維
持
管
理
の
効
率
化
）

　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、
市
制
施

行
以
後
、
急
速
な
人
口
増
加
に
伴

い
、
学
校
施
設
を
中
心
に
公
共
施

設
が
整
備
さ
れ
ま
し
た
。
今
後
多

く
の
施
設
が
更
新
時
期
を
迎
え
る

な
ど
の
子
育
て
支
援
の
必
要
性
、

職
員
の
退
職
状
況
な
ど
か
ら
も
時

期
を
逸
す
る
こ
と
な
く
進
め
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
慶
行
財
政
改

革
に
関
す
る
成
果
の
周
知
は
、
説

明
責
任
の
上
で
も
重
要
で
あ
り
、

効
果
的
な
Ｐ
Ｒ
方
法
な
ど
を
検
討

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す

（
６
）補
助
金
な
ど
の
適
正
化

　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、　

年
度

２５

に　
補
助
金
、　

年
度
に
４
補
助

１４

２６

金
の
適
正
化
の
方
向
性
を
示
し
ま

し
た
　
提
言
＝
契
補
助
金
な
ど
の
適
正

化
を
、
一
定
期
間
見
な
が
ら
行
う

こ
と
は
必
要
で
す
形
補
助
金
な
ど

は
、
行
政
補
完
的
補
助
金
と
政
策

を
検
討
す
る
べ
き
で
す

⑶ 
特
別
会
計
繰
出
金
の
抑
制

　
現
状
な
ど
＝
特
別
会
計
は
、
本

来
独
立
採
算
に
よ
り
運
営
す
る
べ

き
で
す
が
、
国
民
健
康
保
険
特
別

会
計
お
よ
び
下
水
道
事
業
特
別
会

計
で
は
、
一
般
会
計
か
ら
繰
出
金

（
赤
字 
補  
塡 
）
を
受
け
て
運
営
が

ほ 
て
ん

さ
れ
て
い
ま
す

　
提
言
＝
契
一
般
会
計
か
ら
の
法

定
外
繰
り
入
れ
は
、
一
定
の
取
り

組
み
が
見
ら
れ
ま
す
が
、
今
後
も

医
療
費
は
増
加
傾
向
に
あ
る
た
め
、

経
営
効
率
化
を
通
じ
た
保
険
給
付

費
削
減
の
取
り
組
み
を
進
め
る
と

と
も
に
、
独
立
採
算
の
原
則
に
即

し
、
引
き
続
き
国
基
準
に
よ
る
保

険
税
見
直
し
も
視
野
に
入
れ
、
適

正
化
に
努
め
る
こ
と
が
適
当
で
す

形
国
が
健
康
寿
命
を
延
ば
す
施
策

を
推
進
し
て
お
り
、
国
民
健
康
保

険
お
よ
び
介
護
保
険
の
給
付
費
削

減
に
も
効
果
が
あ
る
の
で
、
市
も

こ
の
施
策
に
取
り
組
む
べ
き
で
す

（
５
）民
間
活
力
の
導
入
に
よ
る

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
向
上

　
現
状
な
ど
＝
市
で
は
、
保
育
園

民
営
化
、
小
学
校
給
食
調
理
委
託
、

指
定
管
理
者
制
度
の
活
用
な
ど
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
保
育
園
に

つ
い
て
は
、
受
け
入
れ
児
童
拡
大

に
よ
る
経
費
増
に
対
し
、
民
営
化

の
削
減
効
果
を
充
当
す
る
な
ど
の

取
り
組
み
を
行
い
、
民
設
民
営
へ

の
移
行
を
進
め
て
き
ま
し
た
（
下

表
参
照
）

　
提
言
＝
契
民
営
化
な
ど
に
当
た

り
、
施
策
の
目
的
・
方
向
な
ど
か

ら
、
よ
り
成
果
が
上
が
る
方
策
・

仕
組
み
な
ど
に
よ
っ
て
進
め
て
い

く
べ
き
で
す
。
ま
た
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
／

Ｐ
Ｐ
Ｐ
も
研
究
の
必
要
が
あ
り
ま

す
形
民
営
化
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
検

証
の
た
め
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
強
化

し
、
経
年
で
確
認
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
径
行
政
コ
ス
ト
の
削

減
、
施
設
の
老
朽
化
、
職
員
の
退

職
状
況
な
ど
を
加
味
し
な
が
ら
、

民
間
活
力
の
導
入
な
ど
を
推
進
し

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
恵
保
育

園
の
民
営
化
は
、
待
機
児
童
解
消

財
政
健
全
経
営
に
係
る
基
本
的
考
え
方
（
答
申
）　

に
対
す
る
ご
意
見
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い

　
【
答
申
の
閲
覧
期
間・場
所
】

閉
庁
日
を
除
く
１
月
７
日

（
水
）
～　

日
（
火
）
に
、

２７

行
政
管
理
課
（
市
役
所
６
階
）、

市
政
情
報
コ
ー
ナ
ー
（
同
２

階
）、
中
央
・
滝
山
・
東
部
・

ひ
ば
り
が
丘
の
各
図
書
館
、

下
里
・
南
町
の
各
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
図
書
室
、
野
火
止
地
区

セ
ン
タ
ー
図
書
室
、
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
ご
覧
い
た
だ
け

ま
す
　
【
ご
意
見
の
提
出
方
法
】
１

月
７
日
（
水
）
～　
日
（
火
）

２７

に（
消
印
有
効
）、「
財
政
健
全

経
営
に
係
る
基
本
的
考
え
方

（
答
申
）
に
つ
い
て
」
と
明

記
し
て
、
住
所
・
氏
名
・
年

代
（
例
＝　

代
）、
ご
意
見

２０

（
書
式
は
自
由
）
を
記
入
の

上
、
〒
２
０
３－

８
５
５
５
、

市
役
所
行
政
管
理
課
宛
て

郵
送
、フ
ァ
ク
ス（
４
７
０・

７
８
１
１
）、
電
子
メ
ー
ル

（gyoseikanri@
city.higas

hikurume.lg.jp

）
で
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。　
な
お
、電
話

や
来
庁
に
よ
る
口
頭
で
の

ご
意
見
は
お
受
け
で
き
ま
せ

ん
　
※
お
寄
せ
い
た
だ
い
た

ご
意
見
は
、
今
後
、
市
で

「
財
政
健
全
経
営
に
係
る

基
本
的
考
え
方
」
を
取
り
ま

と
め
る
上
で
の
参
考
と
さ

せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　
詳
し
く
は
同
課
緯
４
７

０
・
７
７
０
４
へ
。

民間活力の導入による効果
１　人件費削減額
５年間の人件費の予測（全会計）

２２～２７年の
変化（５年間）

２７年度
（見込み額）

２６年度
（見込み額）

２５年度
（見込み額）

２４年度
（決算額）

２３年度
（決算額）

２２年度
（決算額）区　分

△９億３,４４４万
５,０００円

４６億７,００４万
３,０００円

４６億８,９６６万
７,０００円

４９億４,３０６万
３,０００円

４８億３,８６３万
６,０００円

５３億４,６０５万
２,０００円

５６億４４８万
８,０００円人件費

（２）民間委託など
①小学校給食調理

備　考差し引き導入後（２５年度見込み）導入前（２０年度）
決算総体での比較。４校実施済み、２校閉
校関係を含む。△３,４３２万９,１６３円３億４,６８４万３,６３１円３億８,１１７万２,７９４円

②保育園民営化など 
備　考差し引き民営化みなみ保育園公立みなみ保育園

論理値比較（決算見込み）。
定員拡大（９０人→１３１人）、延長保育（午
後８時まで）、産明け保育（生後５７日から）、
一時保育（５人）

△３,２２４万１,０００円７,８１５万９,８４０円１億１,０４０万８４０円

２　物件費増加額など
（１）指定管理者

備　考２４年度２３年度２２年度施設名
効果額＝３,５３０万９,０００円
サービス拡充＝開館時間の延長（平日午後１１時、
土曜・日曜日、祝日午後９時半まで）、指定管理者
による新事業の実施など
※１８年度から指定管理者。

１億１,７３６万
７,０００円

１億１,８８７万
円

１億２,０４２万
８,０００円指定管理料

スポーツ
センター ４４万

５,６６３人
３７万
３,３９２人

３７万
１,３９８人利用人数

効果額＝１,６９０万円
サービス拡充＝開館時間の延長（午後１０時まで）、
指定管理者による新事業実施など
※２２年度から指定管理者。

８,３２９万
１,０００円

８,３２９万
１,０００円８,５８２万円指定管理料

生涯学習
センター １６万

３,８７５人
１４万
９,９６８人

１５万
２,０９５人利用人数


